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島根県資源管理指針 

平成 23 年３月 30 日策定 

平成 23 年６月 24 日改正 

平成 23 年８月 19 日改正 

平成 24 年１月 26 日改正 

平成 25 年７月 29 日改正 

平成 27 年２月 19 日改正 

 

第１ 島根県の海洋生物資源の保存及び管理に関する基本的な考え方 

１ 漁業概観 

島根県沖合の大陸棚上では、日本海を北上する対馬暖流と 200ｍ以深に存在する冷た

い日本海固有水からせり上がる冷水塊がぶつかり合うことで、マアジ、マサバ、イワシ

類などの多獲性回遊魚の好漁場が形成されている。また、対馬暖流による暖かな海水と

日本海固有水という一年中冷たい海水が存在するため、本県沖の日本海にはブリ、マダ

イなどの暖水性の生物から、ソウハチ、ズワイガニなど冷水性の生物まで、多種多様な

生物が生息している。 

そのため、本県の沖合海域では、回遊魚を対象としたまき網漁業、底魚を対象とした

底びき網漁業をはじめ、いか釣漁業、かご漁業などが盛んに営まれている。さらに、全

長 1,027ｋｍにおよぶ複雑な海岸線が入り組む沿岸域では、一本釣、延縄、定置網、刺

網、採介藻など多くの漁業が営まれている。 

このような地形的・海況的特性のもと、本県における平成 24 年の漁獲量は 12 万トン、

水揚金額は 185 億円であった。魚種別には漁獲量、水揚金額とも最も多いのはマアジで

3.1 万トン、34 億円となっており、その他イワシ類、ブリ類、サバ類、カレイ類、イカ

類、タイ類、カニ類等が漁獲量、水揚金額で上位を占めている。また、漁業種類別で見

ると、まき網漁業が漁獲量の 79％、水揚金額の 40％を占め、次いで底びき網漁業がそ

れぞれ８％と 21％を占めている。 
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２ 資源管理の実態 

本県では、古くは採介藻漁業における漁期の制限や操業時間の制限等に始まり、小型

底びき網漁業（機船手繰網漁業）における推進機関の馬力制限等の資源管理をこれまで

自主的に取り組むことにより、資源の維持を図ってきた。 

また、平成元年以降、資源管理型漁業総合推進対策事業に基づき、採介藻、釣り・延

縄、刺網、定置網、小型底びき網、ばいかご等において、漁獲物体長制限、禁漁期間・

禁漁区域の設定、漁具制限、馬力制限、漁獲量制限等に取り組んできた。 

さらに、平成８年からはＴＡＣ制度のもと、マアジ、サバ類、マイワシ、スルメイカ、

ズワイガニを対象とした漁獲量管理を、平成 20 年から資源回復計画終了の平成 24 年３

月末までは、「島根県小型底びき網漁業（機船手繰網漁業）包括的資源回復計画（平成

20 年１月 15 日公表）」、「日本海西部・九州西海域マアジ（マサバ・マイワシ)資源

回復計画（平成 21 年３月 31 日公表）」に基づき、小型魚の保護、休漁日の設定、操業

時間の制限、網目拡大、漁具改良、減船による漁獲努力量の削減、種苗放流、漁場環境

の保全等の資源管理に取り組んできた。 

 

３ 資源管理の方向性 

本県では、漁業調整規則等で規定されている採捕禁止期間や体長制限等の公的管理措

置の遵守を徹底するとともに、ＴＡＣ管理やこれまで資源回復計画に基づいて実施して

きた取組も含め、本指針に基づいた漁業者の自主的な資源管理の取組を促進することに

より、水産資源の維持・回復を促進する。 

なお、本指針における公的管理措置とは、漁業関係法令に基づく各種規制（漁業権行

図１ 島根県沖合海域における漁獲動向 
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使規則及び海区及び広域漁業調整委員会指示を含む。）を指すものとするが、公的管理

措置であっても従来自主的に実施されていた資源管理の取組であって、水産基本計画

(平成 14 年３月閣議決定）に基づく取組の開始された平成 14 年度以降にこれら公的管

理措置に移行したものについては、本指針においては、自主的取組とみなし、取り扱う

ものとする。 

 

第２ 海洋生物資源等毎の動向及び管理の方向 

【魚種別資源管理】 

 １ マアジ 

（１）資源及び漁獲の状況 

平成 24 年度資源評価によると、対馬暖流系群のマアジ資源量は、平成５～10 年には、

50～54 万トンの高い水準を維持したが、平成 13 年は 28万トンに減少し、その後増加

して、平成 16 年は 55 万トンであった。平成 17年以降は同水準を保ち、平成 23 年は

52 万トンとなった。平成 24 年の資源評価においては、中位水準で増加傾向とされて

いる。 

本県において、マアジを利用している主な漁業種類は、隠岐及び石見地方で営まれ

ている中型まき網漁業で全体の約８割前後を占めており、その他小型まき網漁業等で

も漁獲されている。 

漁獲量は、平成 11 年から 14 年は 35,000 トン前後で横ばいであったが、平成 15 年

以降は増加傾向となり、平成 16 年には近年で最高の 57,254 トンの漁獲があったもの

の、平成 22 年以降は約 28,000 トンで横ばいとなっている。 

 

 

（２）資源管理目標 

対馬暖流系群のマアジ資源の状況は、中位水準で増加傾向と判断されており、資源

の維持増大を目標とする。  
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図２ 島根県沖合海域におけるマアジ漁獲量（属人）の推移 
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（３）資源管理措置 

資源水準は中位で増加傾向にあることから、資源量を維持増大させるため、関係漁

業においては、海洋生物資源の保存及び管理に関する法律、島根県漁業調整規則、許

可内容、許可の制限又は条件等を遵守するほか、漁獲努力量の削減を実施する必要が

ある。各漁業の具体的な取組については、後述の漁業種類別資源管理（中型まき網漁

業、小型まき網漁業）に従うこととする。 

併せて、平成 21 年に国が作成・公表した「日本海西部・九州西海域マアジ（マサバ・

マイワシ）資源回復計画（平成 24 年３月末終了）」に基づいて実施してきた取組につ

いて推進する必要がある。 

 

２ エッチュウバイ 

（１）資源及び漁獲の状況 

エッチュウバイは水深 200～300ｍ前後に生息している巻き貝であり、本県では隠岐

周辺海域と石見沖合海域の２海域において、主に「かご」を用いたばいかご漁業によ

って漁獲されており、隠岐周辺海域では周年、石見沖合海域では小型底びき網漁業の

休漁期にあたる６～８月に操業している。 

過去８年間の資源動向を見ると、ばいかご漁業における１隻１航海あたりの漁獲量

（以下、「ＣＰＵＥ」という。）は、隠岐周辺海域では平成 17 年の 1,389ｋｇ/航海

から平成 19 年には 1,135ｋｇ/航海まで減少したが、平成 21年に自主的な資源管理を

実施して以降は増加傾向に転じている。石見沖合海域では平成 17年以降、増減はある

ものの近年は横ばい傾向からやや増加傾向にある。両海域ともに近年の資源動向は増

加傾向にあるが、以前の資源水準を下回っており、今後も継続した資源回復が望まれ

るものである。 

 

 

 

（２）資源管理目標 

エッチュウバイの資源状況はＣＰＵＥの動向から判断し、隠岐周辺海域、石見沖合
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図３ 隠岐周辺及び石見沖合海域におけるばいかご漁業（エッチュウバイ）の漁獲動向 
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海域ともに、かつての良好な資源状態から減少傾向となり、現在は増加傾向に転じつ

つあると推測されることから、今後さらなる資源水準の維持増大を目指すものとする。 

（３）資源管理措置 

ばいかご漁業 

近年、漁獲量が増加傾向にあることから、今後も継続した資源の維持増大を図るた

め、本漁業においては島根県漁業調整規則、許可内容、許可の制限又は条件等を遵守

するほか、自主的措置として、下記の措置に重点的に取り組む必要がある。 

【隠岐地区】 

○漁獲量規制（漁業者毎の上限漁獲量の設定） 

【石見地区】 

○漁獲量規制（漁業者全体の上限漁獲量の設定） 

○漁具の制限 

また、上記の措置のほか隠岐地区では操業回数の制限、石見地区では殻長制限等、

これまでに各地区で実施してきた措置についても引き続き取り組み、資源の維持増大

を図る必要がある。 

 

３ 太平洋クロマグロ 

（１）資源及び漁獲の状況 

太平洋クロマグロの資源状況については、北太平洋まぐろ類国際科学委員会におい

て、現在、1952 年から 2012 年までの間における推定資源量の最低レベルに近いと

推定されており、資源水準は低位、動向は減少と判断されている。 

本県において、太平洋クロマグロを利用している主な漁業種類は、曳き縄釣漁業（許

可漁業、自由漁業）、一本釣り漁業（自由漁業）及び定置漁業（漁業権漁業、許可漁

業）であり、隠岐地域においては、曳き縄釣漁業により養殖用種苗向けの採捕も行

われている。 

本県における太平洋クロマグロの漁獲量は、平成 17 年から平成 25 年までの間、年

間 60 トンから 384 トンで推移しており、年変動が大きいものの近年は減少傾向にあ

る。 
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（２）資源管理目標 

太平洋クロマグロの資源水準は低位、資源動向は減少とされていることから、当該

資源の回復を目標とする。 

（３）資源管理措置 

資源水準は低位で減少傾向にあることから、資源を回復させるため、太平洋クロマ

グロを採捕する漁業においては、公的管理措置（島根県漁業調整規則、許可内容、

許可の制限又は条件、免許内容、漁業権行使規則、広域漁業調整委員会指示等）を

遵守するほか、強度の資源管理に取り組み、漁獲努力量の削減を実施する必要があ

る。各漁業の具体的な取組については、後述の漁業種類別資源管理（定置漁業、沿

岸くろまぐろ漁業）に従うこととする。 

 

【漁業種別資源管理】  

１ 中型まき網漁業 

（１）漁獲の状況 

本漁業は、漁法の特性上、複数の対象魚種が混じって漁獲されるため、対象魚種別

に管理することは難しいため、漁業種別に管理することが適当と考えられる。 

平成元年以降のマイワシ資源が激減したことから、漁獲量は減少し、平成 13 年に

50,000 トンを下回って以降はアジ類、サバ類の増加により、微増傾向となっている。 

図４ 島根県沖合海域におけるクロマグロ漁獲量（属人）の推移※大中型まき網漁業を除く。 
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（２）資源管理措置 

資源を維持させるため、海洋生物資源の保存及び管理に関する法律、島根県漁業調

整規則、許可内容、制限又は条件等を遵守するほか、自主的措置として下記の措置

に重点的に取り組む必要がある。 

○休漁 

なお、上記の措置のほか、平成 21 年に国が作成・公表した「日本海西部・九州西

海域マアジ（マサバ・マイワシ）資源回復計画（平成 24 年３月末終了）」に基づい

て実施してきた取組や禁漁区設定等、これまでに各地区で実施してきた措置につい

ても引き続き推進する必要がある。 

 

２ 小型まき網漁業 

（１）漁獲の状況 

本漁業は、漁法の特性上、複数の対象魚種が混じって漁獲されるため、対象魚種別

に管理することは難しいため、漁業種別に管理することが適当と考えられる。 

平成 19 年までは、日本海で資源の増加していたブリ類の漁獲量が増加したことに

より増加傾向にあったが、平成20年には漁獲量が急激に減少し194トンに留まった。

平成 21 年以降はアジ類の増加もあり増加傾向となったが、平成 24 年はアジ類、ブ

リ類が減少したため 192 トンの漁獲量に留まった。 
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（２）資源管理措置 

資源を維持回復させ漁獲量の安定化を図るため、海洋生物資源の保存及び管理に関

する法律、島根県漁業調整規則、許可内容、制限又は条件等を遵守するほか、自主

的措置として下記の措置に重点的に取り組む必要がある。 

 ○休漁 

また、上記の措置のほか、これまでに実施してきた操業の制限等についても引き続

き取り組み、資源の維持増大を図る必要がある。 

 

３ 小型底びき網漁業（機船手繰網漁業） 

（１）漁獲の状況 

本漁業は、まき網漁業及び沖合底びき網漁業とともに本県の基幹漁業の一つに位置

づけられ、その漁獲量は 4,200～6,000 トンで推移しているが、平成 19 年にピーク

となって以降はやや減少傾向にある。当漁業が漁獲対象とする魚種はヒラメ・カレ

イ類、イカ類、タイ類、ニギス類など多岐にわたり、特定の魚種を対象として資源

管理をすることは困難であり、漁業全体で包括的に管理をする必要がある。 

１経営体あたりの漁獲量について、平成８～12年の５ヶ年平均、平成 13～17 年の

５ヶ年平均及び平成 18～24 年の７ヶ年平均を比較してみると、ＣＰＵＥは 86.6 ト

ンから 80.1 トンに減少した後、101.9 トンに増加している。 

１経営体あたりの操業日数や曳網回数には顕著な増加が見られないにも関わらず、

ＣＰＵＥが増加傾向にあることから、一見、資源状態は良好に見える。 

0

100

200

300

400

500

600

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

その他 イワシ類

サバ類 アジ類

ブリ類

漁
獲

量
：
ト

ン

図６ 島根県沖合海域における小型まき網漁業の漁獲量の推移 
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しかしながら、小底漁船の推進機関の平均出力は増大する傾向にあり、その結果、

船速の向上による漁場の沖合への拡大や漁具の大型化が進んだことにより１経営体

あたりの利用漁場や曳網面積は拡大している。そこで、100 馬力あたりの漁獲量の推

移を見ると、昭和 50 年代から 60 年代にかけて急激に減少し、その後は緩やかに減

少する傾向にある。すなわち、利用漁場等を拡大させることで漁獲量の維持・増大

を図っているが、過剰な漁獲により資源水準は低下して漁獲量が減少することから、

それを補うため利用漁場等をさらに拡大させるという悪循環に至っており、資源水

準の悪化に繋がっている。近年、この傾向は特に顕著になっている。 
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図７ 島根県沖合海域における小型底びき網漁業（機船手繰網漁業）の漁獲量の推移 

図８ 小型底びき網漁業の１経営体あたり漁獲量の推移 
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（２）資源管理措置 

本漁業のＣＰＵＥは過剰漁獲により増加傾向にあるものの、この状態が続けば資源

水準は低下し、漁獲量は急激に減少すると考えられることから、資源を回復させて

持続的に利用を図るために、漁業経営及び地域経済への影響を勘案した上で全体の

漁獲圧力の低減を計画的に推進しつつ、本漁業においては島根県漁業調整規則、許

可内容、許可の制限又は条件等を遵守するほか、自主的措置として、下記の措置に

重点的に取り組む必要がある。 

 ○休漁 

また、上記の措置のほか、これまでに「島根県小型底びき網漁業（機船手繰網漁業）

包括的資源回復計画（平成 24 年３月末終了）」等で取り組んできた漁具の改良（網

目の拡大、選択漁具の導入）、操業時間の制限、漁場環境の保全措置、小型魚の再

放流、種苗放流、減船等の措置についても引き続き取り組むことにより、資源の維

持増大を図る必要がある。 

 

４ 小型底びき網漁業（えびびき網漁業等） 

（１）漁獲の状況 

本漁業は、総トン数５トン未満の漁船により美保湾や島根半島沖等において、けた

網を使用する底びき網漁業であり、メイタガレイ、タイ類、ヒラメ等の底魚を多岐

にわたって漁獲しており、特定の魚種を対象として資源管理をすることは困難であ

ることから、漁業全体で包括的に管理をする必要がある。 

近年の漁獲量は 110～235 トンであり、メイタガレイやタイ類の漁獲が好調であっ

た平成 19年をピークに、その後は増減があるものの横ばい傾向である。 
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図９ 小型底びき網漁業の 100 馬力あたり漁獲量の推移 



11 

 

 

 
 

 

 

（２）資源管理措置 

主要魚種の漁獲量は平成 19 年をピークに近年横ばい傾向にあることから、資源状

態を回復させ持続的な利用を図るために、本漁業においては島根県漁業調整規則、

許可内容、許可の制限又は条件等を遵守するほか、自主的措置として、下記の措置

に重点的に取り組む必要がある。 

 ○休漁 

また、上記の措置のほか、これまでに実施してきた漁獲物体長制限等の措置につい

ても引き続き取り組み、資源の維持増大を図る必要がある。 

 

５ 定置漁業 

（１）漁獲の状況 

本漁業は、網漁具を特定の場所に仕掛けることにより、沿岸を回遊する生物を待ち

受けて漁獲する漁法であることから、アジ類、ブリ類、イカ類、タイ類、クロマグ

ロなど多種多様な魚種が漁獲対象となっており、いずれの魚種も来遊状況によって

漁獲量は年により変動が見られる。近年の漁獲傾向はアジ類、イカ類の少なかった

平成22年以外は6,500トン前後で比較的安定して推移しており、横ばい傾向にある。 
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図 10 島根県沖合海域における小型底びき網漁業（えびびき網漁業等）の漁獲量の推移 
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（２）資源管理措置 

近年、漁獲量が横ばい傾向にあることから、現状の漁獲努力量を超えないように抑

え資源状態の維持増大を図るため、本漁業においては島根県漁業調整規則、免許内

容、漁業権行使規則等を遵守するほか、自主的措置として、下記の措置に重点的に

取り組む必要がある。 

【地区Ａ：西郷、美保関、野井】 

○漁獲物体長制限 

○漁具の制限 

【地区Ｂ：海士、湖陵・多伎、温泉津、仁摩、江津、浜田】 

○漁獲物体長制限 

○種苗放流 

【地区Ｃ：Ａ，Ｂ以外の地区】 

○休漁 

また、資源水準の低下が顕著となっている太平洋クロマグロを対象として操業を行

う場合、強度の資源管理に取り組む必要がある。 

○休漁（強度資源管理） 

なお、上記の措置のほか、地区Ａ、Ｂでは漁獲物体長制限（重点措置以外の魚種）

等、地区Ｃでは漁獲物体長制限や種苗放流等、これまでに各地区で実施してきた措

置についても引き続き取り組み、資源の維持増大を図る必要がある。 

 

６ 刺網漁業 

（１）漁獲の状況 

図 11 島根県沖合海域における定置漁業の漁獲量の推移 
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本漁業における主な漁獲対象魚種はブリ類、トビウオ類、タイ類など多種に及んで

おり、いずれの魚種も来遊状況によって漁獲量は年により大きく変動している。こ

のことから、特定の魚種を対象として資源管理をすることは困難であるため、漁業

全体で包括的に管理をする必要がある。 

近年の刺網漁業の漁獲量は、平成 18 年にブリ類の漁獲量の増加により 1,526 トン

まで増加した。平成 19年からはブリ類の漁獲量は減少傾向にあるもののトビウオ類

等の漁獲量が増加したことで約 1,300 トン前後で推移してきたが、平成 22 年以降は

減少傾向となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）資源管理措置 

近年、漁獲量が減少傾向にあることから、現状の漁獲努力量を超えないように抑え

資源状態の維持増大を図るため、本漁業においては島根県漁業調整規則、許可内容、

許可の制限又は条件、漁業権行使規則等を遵守するほか、自主的措置として、下記

の措置に重点的に取り組む必要がある。 

【地区Ａ：隠岐島後地区、益田】 

○漁獲物体長制限 

○漁具の制限 

【地区Ｂ：隠岐島前地区、石見地区（益田以外）】 

○漁獲物体長制限 

○種苗放流 

【地区Ｃ：出雲地区】 

○休漁 

また、上記の措置のほか、地区Ａ、Ｂでは漁獲物体長制限（重点措置以外の魚種）

図 12 島根県沖合海域における刺網漁業の漁獲量の推移 
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や操業の制限等、地区Ｃでは漁獲物体長制限や種苗放流等、これまでに各地区で実

施してきた措置についても引き続き取り組み、資源の維持増大を図る必要がある。 

 

７ いわし機船船びき網漁業 

（１）漁獲の状況 

本漁業は、マイワシ、カタクチイワシ、これらの稚魚（シラス）や小型魚を主な漁

獲対象種としているが、これらの来遊量は年によって大きく変動するため、本漁業

の漁獲動向は安定していないが、平成 19年以降は 130 トン前後となっている。この

ことから、特定の魚種を対象として資源管理をすることは困難であるため、漁業全

体で包括的に管理をする必要がある。 

 
 

（２）資源管理措置 

近年、漁獲量の年変動が大きいものの、現状の漁獲努力量を超えないように抑える

ことで、今後とも資源状態の維持増大を図るためには、島根県漁業調整規則、許可

内容、制限又は条件等を遵守するほか、自主的措置として、下記の措置に重点的に

取り組む必要がある。 

○休漁 

また、上記の措置のほか、これまでに実施してきた操業の制限等の措置についても

引き続き取り組み、資源の維持増大を図る必要がある。 

 

８ いわしすくい網・いわし浮きしき網漁業 

（１）漁獲の状況 

いわしすくい網漁業及びいわし浮きしき網漁業は、いずれもウルメイワシ、マイワ

シ、カタクチイワシ等を主な漁獲対象種としており、漁業者は対象魚種の来遊量又
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図 13 島根県沖合海域におけるいわし機船船曳網漁業の漁獲量の推移 
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は時期に合わせどちらかの漁法を選択して操業を行っている。このため、近年の漁

獲量の動向は安定しておらず、年によっては一方の漁業に偏った操業となることか

ら、包括的な資源管理をすることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）資源管理措置 

近年、漁獲量の年変動が大きいものの、現状の漁獲努力量を超えないように抑える

ことで、今後とも資源状態の維持増大を図るためには、島根県漁業調整規則、許可

内容、制限又は条件等を遵守するほか、自主的措置として、下記の措置に重点的に

取り組む必要がある。 

○休漁 

また、上記の措置のほか、これまでに実施してきた操業の制限等の措置についても

引き続き取り組み、資源の維持増大を図る必要がある。 

 

図 15 島根県沖合海域におけるいわし浮きしき網漁業の漁獲量の推移 

図 14 島根県沖合海域におけるいわしすくい網漁業の漁獲量の推移 
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９ 小型いか釣り漁業  

（１）漁獲の状況 

本県の小型いか釣り漁業における主な漁獲対象魚種はスルメイカ、ケンサキイカな

どであるが、各々の来遊状況に応じ漁獲対象魚種を変えて操業していることから、

特定の魚種を対象として資源管理をすることは困難であるため、漁業全体で包括的

に管理をする必要がある。 

近年の漁獲量は 1,237～2,742 トンと、本県沖合海域への来遊状況に左右されるた

め年ごとの漁獲変動幅が大きく、ここ数年間は燃油の高騰による操業回数及び経営

体数の減少の影響もありスルメイカの漁獲量は減少傾向にある。一方、平成 21 年か

らは沿岸域を中心にケンサキイカの漁獲量が増加傾向となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）資源管理措置 

近年、主体となる漁獲対象種がスルメイカからケンサキイカに移行しつつあるが、

現状の漁獲努力量を超えないように抑え資源状態の維持増大を図るため、本漁業に

おいては島根県漁業調整規則、許可内容、許可の制限又は条件等を遵守するほか、

自主的措置として、下記の措置に重点的に取り組む必要がある。 

○休漁 

また、上記の措置のほか、光力上限制限などの措置にも取り組み、資源の維持増大

を図る必要がある。 

なお、他道府県海域で操業する者にあっては、自県海域同様、当該海域における公

的資源管理措置を遵守するとともに、資源の維持増大のための措置についても取り

組む必要が有る。 

 

10 延縄漁業 

図 16 島根県沖合海域における小型いか釣り漁業の漁獲量の推移 
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（１）漁獲の状況 

本漁業では、沿岸域の天然礁、人工魚礁設置海域において回遊状況、時期、場所等

に応じて多種多様な魚種が漁獲されていることから、特定の魚種を対象として資源

管理をすることは困難であるため、漁業全体で包括的に管理をする必要がある。 

近年では、主要魚種であるアマダイやタイ類の漁獲量が多かった平成 19 年をピー

クに減少傾向であったが平成 24 年は前年を上回る 123 トンの漁獲量となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）資源管理措置 

近年、漁獲量が減少傾向にあることから、現状の漁獲努力量を超えないように抑え

資源状態の維持増大を図るため、本漁業においては島根県漁業調整規則、島根・隠

岐連合海区漁業調整委員会指示等を遵守するほか、自主的措置として、下記の措置

に重点的に取り組む必要がある。 

○漁獲物体長制限 

○種苗放流 

また、上記の措置のほか、漁獲物体長制限（重点措置以外の魚種）や操業の制限等、

これまでに実施してきた措置についても引き続き取り組み、資源の維持増大を図る

必要がある。 

 

11 一本釣り漁業 

（１）漁獲の状況 

本漁業では、沿岸域の天然礁、人工魚礁設置海域において回遊状況、時期、場所等

に応じて多種多様な魚種が漁獲されていることから、特定の魚種を対象として資源

管理をすることは困難であるため、漁業全体で包括的に管理をする必要がある。 

近年では、ブリ類、メダイ、タイ類、クロマグロなどを中心に平成 22 年までは横

図 17 島根県沖合海域における延縄漁業の漁獲量の推移 
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※メダイの統計はH18から

ばい傾向にあったが、平成 23 年以降はブリ類、メダイ類の減少により減少傾向とな

った。また、ブリ(出雲市)、メダイ（大田市）、サワラ（松江市）など各地で冷却

殺菌海水を用いた鮮度保持を裏付けとしたブランド化の取り組みが行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）資源管理措置 

近年、漁獲量が減少傾向にあることから、現状の漁獲努力量を超えないように抑え

資源状態の維持増大を図るため、本漁業においては島根県漁業調整規則等を遵守す

るほか、自主的措置として、下記の措置に重点的に取り組む必要がある。 

【地区Ａ：隠岐島後地区、鹿島、魚瀬、島根町地区、益田】 

○漁獲物体長制限（マダイ・ヒラメ） 

【地区Ｂ：隠岐島前地区、平田、大社、石見地区（益田以外）】 

○漁獲物体長制限 

○種苗放流 

【地区Ｃ：Ａ，Ｂ以外の地区】 

○休漁 

また、上記の措置のほか、地区Ｂでは漁獲物体長制限（重点措置以外の魚種）や操

業の制限等、地区Ｃでは漁獲物体長制限や種苗放流等、これまでに実施してきた措

置についても引き続き取り組み、資源の維持増大を図る必要がある。 

 

12 採介藻漁業  

（１）漁獲の状況 

県内全域の岩礁域を主な漁場として、第１種共同漁業権に基づきカナギ（竿どり）、

素潜、サザエ網等、様々な漁法によって、アワビ、サザエ、ナマコ、ウニ類等、多

図 18 島根県沖合海域における一本釣り漁業の漁獲量の推移 
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種多様な魚種がそれぞれの地区で漁獲されており、沿岸漁業経営における兼業種と

して裾野が広い重要な漁業となっている。このことから、特定の魚種を対象として

資源管理をすることは困難であるため、漁業全体で包括的に管理をする必要がある。 

近年の漁獲量は 780 トン前後でほぼ横ばいで推移していたが、平成 24 年は主な漁

獲対象種であるサザエの漁獲量が減少したため 562 トンとなった。また、アワビは

近年減少傾向、ナマコは需要の高まりに併せ漁獲量も増加傾向となっている。今後

は、それぞれの資源状態に合わせ維持増大を図る必要がある。 

 

 

（２）資源管理措置 

近年、主な漁獲対象種であるサザエ、アワビの漁獲量が減少傾向にあり、ナマコは

漁獲圧の高まりによる漁獲量の増加が見られることから、現状の漁獲努力量を超え

ないように抑え資源状態の維持増大を図るため、本漁業においては島根県漁業調整

規則、漁業権行使規則等を遵守するほか、自主的措置として、下記の措置に重点的

に取り組む必要がある。 

○休漁 

また、上記の措置のほか、これまでに実施してきた操業の制限、漁具の制限、種苗

放流等の措置についても引き続き取り組み、資源の維持増大を図る必要がある。 

 

13 沿岸くろまぐろ漁業（曳き縄釣漁業、一本釣り漁業） 

（１）漁獲の状況 

本県の沿岸くろまぐろ漁業者は、曳き縄釣漁業及び一本釣り漁業により太平洋クロ

マグロを漁獲しており、両漁業による平成 17 年から平成 25 年までの間の太平洋ク

ロマグロの漁獲量は、年間 35 トンから 215 トンで推移しており、年変動が大きいも
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図 19 島根県沖合海域における採介藻漁業の漁獲量の推移 
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のの近年は減少傾向にある。 

 

 

 

（２）資源管理措置 

太平洋クロマグロの資源の回復を図るためには、現状の漁獲努力量を削減する必要

があるため、本漁業においては、島根県漁業調整規則、許可内容、許可の制限又は

条件、海区漁業調整委員会指示、広域漁業調整委員会指示等を遵守するほか、自主

的な資源管理措置として、強度の資源管理に重点的に取り組む必要がある。 

○休漁（強度資源管理） 

また、上記の措置のほか、使用漁具数や操業時間の制限、小型魚の再放流等に取り

組み、資源の回復を図る必要がある。 

 

第３ その他 

本指針に従い、関係する漁業者等が資源管理計画を定めた場合には、同計画に記載さ

れる資源管理措置について各関係漁業者は誠実に履行することが必要であるため、島根

県資源管理協議会は、別紙に記載する手段を用い、その履行を適切に確認することとし、

各関係漁業者は、同協議会の行う履行確認に積極的に協力しなければならない。 

また、漁獲管理情報処理システム（電算による漁獲量把握システム）も併せて活用す

ることとする。 

さらに、各関係漁業者は、休漁期間中も含め、種苗放流や漁場整備などの取組に積極

的に参加し、資源の増大に努めるとともに、水質の保全、藻場及び干潟の保全及び造成、

森林の保全及び整備等により漁場環境の改善にも引き続き取り組む必要がある。 

 

 

 

図 20 島根県沖合海域における曳き縄釣漁業及び一本釣り漁業による 

クロマグロ漁獲量（属人）の推移 
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附則 

平成 23 年３月 30 日制定 

平成 23 年６月 24 日一部変更（一本釣り漁業：地区Ａへ鹿島、魚瀬、島根町地区を追加） 

平成 23 年８月 19 日一部変更（定置漁業：地区Ａへ野井を追加、地区Ｂから平田を削除）

平成 24 年１月 26 日一部変更（一本釣り漁業及び刺網漁業：地区Ａへ益田を追加、地区

Ｂを石見地区（益田以外）と変更） 

平成 25 年７月 29 日一部変更（統計データの更新、資源回復計画の終了、小型底びき網

漁業（機船手繰網漁業）における減船事業の終了に伴う記述内容の変更。定置漁業：地

区Ｂへ浜田を追加） 

平成 27 年２月 19 日一部変更（太平洋クロマグロの魚種別資源管理及び漁業種類別資源

管理を追加） 
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別紙 

 

資源管理措置の履行確認手段について 

 

 各漁業者の行う資源管理措置の履行確認に当たっては、下記左欄の各資源管理措置ご

とに、右欄に掲げる各手段を用いることとし、県が漁業協同組合の協力のもと構築した

漁獲管理情報処理システム（電算による漁獲量把握システム）も活用することとする。 

 

 

資源管理措置  履行確認手段 

休漁 以下のいずれかの資料を用いる。 

・漁協販売データ  

・休漁を証する写真（漁具の撤去状況） 

漁獲量規制 ・漁協販売データ 

漁具の制限 ・使用漁具数を証する書類 

・漁具の規模・規格を証する書類 

漁獲物体長制限 ・グループ責任者の報告書 

・卸売市場の場長（漁協組合長等）の証明 

種苗放流 ・種苗放流に要する経費負担を示す書類 

 

 


